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１．開 会 

 

２．閉 会 

 

３．出席委員 

 

 

 

 

 

４．事務局 

 

 

 

 

 

５．案件事項 

 

 

 

 

 

６．議事内容 

事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年１０月１２日（火）午後５時４５分 

 

令和３年１０月１２日（火）午後７時25分 

 

冨田 明徳会長・巽 憲次郎副会長・上田 有里子委員・狩野 博美委

員・市岡 伊佐男委員・大塚 弘治委員・恒松 小百合委員・野地岡 裕

之委員・重本 匡晴委員・楠田 昌弘委員・駒路 和美委員・中原 祥

行委員・藤丸 一郎委員・近藤 裕敏委員・九門 りり子委員・中西 隆

清委員・山口 五十一委員 

 

大湾 喜久男教育次長兼教育総務室長・和久田 寿樹学校教育部長・足

立 多恵学校教育部長・西岡 浩二生涯学習推進部長・伊藤 雄一郎学

校教育部次長・花田 睦美学務保健課長・大隅 昌之指導課長・仁木 裕

美まなび未来課長・栗田 康子まなび未来課長代理・冨岡 鉄太郎まな

び未来課 

 

１．交野市立第三中学校区及び交野市立第四中学校区の学校適正配置の

方向性について 

２．第一中学校区における学校区と地区の境界が一致していない地域に

ついて 

３．その他 

 

 

定刻となりましたので、ただ今から、第1７回交野市学校教育審議会

を開催いたします。  

委員の皆さまにおかれましては、お忙しい中、ご出席いただきまして

ありがとうございます。 

前回開催から今回の間に、任期満了に伴います、委員の改選が 7 月

30日付でございましたことから、会長が選出されるまでの間は、事務

局において、議事進行をさせていただきますのでよろしくお願いしま

す。 

それでは、まず、委員のみなさまに、教育長から辞令を交付させてい

ただきます。 

教育長よろしくお願いします。 

順不同でございますが、お名前をお呼びしますので、その場所で、ご

起立をお願いします。 

 

【辞令交付】 
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事務局 

 

 

 

 

 

 

委員 

 

 

事務局 

 

委員 

 

事務局 

 

 

 

 

委員 

 

 

事務局 

 

委員 

 

事務局 

 

 

 

 

 

会長 

 

 

 

 

 

 

委員の任命については、以上でございます。 

続きまして、次第の３ 会長・副会長の選出に移りたいと思います。

会長・副会長の選出につきましては、交野市学校教育審議会条例第５条

の規定によりまして、委員の互選により定めるとなっております。 

それでは、どなたか、立候補又は推薦していただける方は、いらっし

ゃいませんか。 

 

諮問案件への審議が継続中でありますので、引き続き冨田委員さんに

お願いするのが良いのではないでしょうか。 

 

ただ今、冨田委員の推薦がありましたが、みなさま如何でしょうか？ 

 

異議なし。 

 

異議なしとの声がありましたので、引き続き冨田委員に会長をお願い

したいと思います。 

続きまして、副会長につきまして、立候補又は推薦ございませんでし

ょうか。 

 

会長と同様に、審議継続中ですので、副会長も引き続き巽委員にお願

いするのが適当だと思いますが。 

 

巽委員の推薦がありましたが、皆さま、いかがですか。 

 

異議なし。 

 

異議なしとの声がありましたので、巽委員に副会長をお願いしたいと

思います。 

ありがとうございました。 

それでは、会長が決まりましたので、議事進行を会長にお任せしたい

と思います。会長、よろしくお願いします。 

 

改めまして、みなさま、こんにちは。引き続き会長の職を担わせてい

ただくこととなりましたので、委員の皆さま、よろしくお願いいたしま

す。 

多くの方が継続して就任いただいておりますが、今回から初めてご参

加いただく方が 2 名居られますので、お二人から簡単に自己紹介いた

だけますでしょうか。 
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委員 

 

会長 

 

 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

会長 

 

 

委員 

 

会長 

 

 

事務局 

 

会長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務局 

 

【自己紹介】 

 

ありがとうございます。 

それでは、第17回交野市学校教育審議会を開催します。 

次第に従いまして、議事を進行させていただきたいと思います。 

まず、議事に入ります前に、事務局に、本日の委員の出席状況を報告

していただきます。 

 

本日の審議会の委員の出席状況をご報告いたします。本日の出席委員

は17人中、16人の委員に出席していただいておりますので、交野市

学校教育審議会条例第７条第２項の規定により、半数以上の出席があり

ますことから、本会議が成立していることをご報告いたします。 

 

次に、本日のこの会議でございますが、交野市会議の公開に関する指

針に基づき、公開にしたいと思いますが、異議ございませんでしょうか。 

 

異議なし 

 

異議がないようですので、公開にしたいと思います。事務局、傍聴希

望者はおられますでしょうか？ 

 

希望者はおりません。 

 

本日は傍聴希望がありませんので、このまま審議を続けたいと思いま

す。 

それでは、案件（１）「交野市立第三中学校区及び交野市立第四中学

校区の学校適正配置の方向性について」を議題といたします。 

この案件については、これまで何度も議論を行いまして、現時点での

我々審議会としての方向性はすでに取りまとめたところです。 

ただし、第三中学校区の学校適正配置については、現在事務局におい

て保護者や地域の方々の意見をお伺いする場として地域懇談会をされ

ているということですので、当面の間は懇談会の様子等の報告を受けつ

つ、懇談会終了後に、その結果も踏まえて最終的な取りまとめを行いた

いと思います。 

それでは、事務局から懇談会の進捗についてご報告いただきたいと思

います。 

 

はい。第三中学校区の地域懇談会の進捗について、ご報告いたします。

スライド上部の日程をご覧ください。 
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懇談会ですが、第１回は７月２日（金）に実施いたしました。第１回

では第三中学校区の現状と課題や小中一貫教育等について説明を行う

とともに、将来どんな子どもに育ってほしいかをテーマに参加者どうし

で意見交換をしていただきまして、前回の審議会ではここまでのご報告

をさせていただいておりました。 

また、第２回以降は、スライドに記載の日程にて、第三中学校区の学

校適正配置について、参加者の皆様にお考えいただくこととしておりま

したが、８月２日から９月末まで、大阪府に緊急事態宣言が発出されて

おりましたことから、緊急事態宣言の期間中は懇談会の開催を延期して

おり、懇談会の開催日程を、スライドのように変更しました。当初は７

月から 10 月までの月１回の開催予定としておりましたが、第２回が

10月の開催となりましたので、第３回は11月、第４回は12月の開

催予定としています。 

なお、第１回懇談会後には、第２回懇談会に先立ちまして、懇談会参

加者のうちご参加いただけた方を対象に先進施設見学に参りましたの

で、本日は、先進施設見学の概要と、10月に実施しました第２回懇談

会の概要について、ご報告させていただきます。 

はじめに、先進施設見学についてご報告いたします。まず、この施設

見学の目的ですが、第三中学校区の学校適正配置を考えていただくにあ

たり、施設一体型小中一貫校など近年増えてきている新しい学校につい

てもイメージを持っていただくことを目的として実施いたしました。 

見学は、７月27日・29日の２つの日程で、事前にご案内させてい

ただいた上で、参加可能な日程があれば、ご参加いただくという形式で

実施しました。 

見学先は、７月27日が京都市立凌風小中学校で懇談会からの参加者

は９名、７月29日が京都市立向島秀蓮小中学校でこちらも参加者は９

名でした。施設見学の概要や、見学にご参加いただいた懇談会参加者の

方の感想などについては、報告書として取りまとめ、見学にご参加いた

だけなかった方も含め、懇談会の参加者全員に配布し共有いたしまし

た。なお、施設見学の報告書については、皆さまにも配布させていただ

いておりますので、後程ご確認いただければと考えております。 

続いて、10月１日に開催しました第２回懇談会の概要についてご報

告いたします。第２回懇談会では、学校教育審議会でもご審議いただき

ました17の学校適正配置案に、現状の学校配置を維持する現状維持案

を加えた、合計18の学校適正配置案について、令和２年度からみて５

年後の令和７年度の学校配置として望ましいと考える学校配置を、参加

者どうしの意見交換も踏まえて、参加者一人ひとりにお考えいただきま

した。 

また、次回、第３回では、第２回に引き続き、10年後や20年後の
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会長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会長 

 

 

事務局 

第三中学校区の望ましいと考える学校配置について、参加者からの提案

があれば新たな配置案も加えながら、お考えいただく予定としていま

す。第３回懇談会については、来月11月の開催予定としておりますの

で、内容については今後も進捗の都度ご報告させていただくとともに、

結果については第４回懇談会終了後に取りまとめてご報告させていた

だきたいと考えておりますのでよろしくお願いいたします。 

案件１については、以上です。 

 

ありがとうございました。ただいま事務局から、懇談会の進捗につい

てご報告いただきました。 

我々も案の絞り込みをかなり検討したものですが、次は 10 年後、

20年後を検討されるということで。時期が先になるとかなり状況が変

わってくるかと思いますが、私どもとしては、最終的には１校にしてい

くということですが、それは一気にはできなくて、どういう段階をふん

でいくか、ということが課題になるということです。最終形はまとまっ

ていますが、児童生徒数などをみながら進めていきましょう、という話

が前回までにまとまってきたと思います。この懇談会で別の案がでてき

たら我々も審議したいと思います。 

 

私もこの懇談会に参加しているんですけれども、今さっきおっしゃっ

た案件の18案のうち、小中学校統合案の中に第三中学校のところに、

星田小学校、旭小学校、妙見坂小学校を持っていくという案が出ている

んですけれども、前の審議会の時もよく申し上げているように、将来の

ことを考えると、隣にある星田大池がもし決壊した場合には、ふもとに

ある住宅も浸水するということで、安全性も考慮して、第三中学校のと

ころにもってくるというとイメージではそこに小中学校を、というよう

な感じになりますが、そうではなく池も利用して、ということを新たに

案として出して明確にして、その案についても懇談会で話していただい

て、第４回の時には、10年後20年後ということであればそういう方

向性を示せるのかと思います。 

審議会で議論している内容について提案して、それについて懇談会で

話していただく、というかたちにして、それが方向性として決まれば、

もう少し整理しないといけないところも手をつけられるのかな、と思い

ます。 

 

そのあたり、大池の部分についてはどうでしょうか。情報提供などは

あるんでしょうか。 

 

参加者の中から新たな案として提案いただきましたら、15案のプラ
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スアルファになるのか、新たな案になるのか、というかたちでご議論い

ただけるかと思います。 

 

溜池は教育委員会の所管ではないので、勝手にすることはできないか

と思いますので、地域の方から声をあげていただくこともあるかと思い

ます。 

 

敷地が狭いのに３校も小学校がくることが不可能ではない、というこ

とです。 

横の溜池の安全性や全体のコミュニティが一緒になるという、例え

ば、どこかの小学校の子どもが歩いていても自分のところの校区の子ど

もじゃないから声かけもしない、というような風土よりも、一体になれ

ばどの小学校でも、子どもであればみんな「おはよう」と声をかけられ

るような方が、共生社会など言っている中で、地域一帯になるのではな

いでしょうか。学校を建て替えれば80年ほどもつというようなことも

あるので、80年先のことを考えれば、そういう案も考えてやれば、き

っちり説明して、どのくらいの方が懇談会で賛同してくれるかもありま

すが、せっかく審議会で議論してきて第三中学校区はこういう方向性で

いきたいということもあるので。 

農政課も溜池の将来をどうするか、ということで考えていることもあ

りますので、一石二鳥で、学校教育だけでなく、地域の連携、将来の福

祉社会ということで提案しようと思います。 

 

まだこれから 3 回目 4 回目がありますので、ぜひそのあたりは学校

のことだけではなくて、まちづくり全体という視点から話し合いができ

るのが望ましいというように思っています。 

今日はまだ 2 回しか懇談会が開催できていないみたいなので、最終

的には 3 回目 4 回目と終わった後でという取りまとめになると思いま

すが、現時点で今みたいなご意見やご質問、確認しておきたいことなど、

もしあれば出していただけるといいと思いますが、いかがでしょうか。 

途中ということで、予定ではもう終わっているはずだったんですが、

本日結論が出せないというふうに思っております。 

それでは、案件（１）については以上といたします。 

続いて、案件（２）「第一中学校区における学校区と地区の境界が一

致していない地域について」を議題といたします。 

この案件では、郡津１丁目一部地域と私部西５丁目一部地域というこ

とで、これまでこの２つの地域について審議を進めてきましたが、私部

西５丁目一部地域については、前回の審議会にて、児童生徒の通学面な

どを考えると、学校区の変更は行わず、現在のまま藤が尾小学校区とす
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ることが望ましいということで、取りまとめを行いました。 

一方、郡津１丁目一部地域については、前回ご報告いただいた意見聴

取会に加えて、事務局にて、地域住民を対象としたアンケート調査を実

施されたとのことですので、まずは、アンケート結果等について事務局

から説明を受けたいと思います。 

 

郡津１丁目のうち長宝寺小学校区となっている一部地域の望ましい

学校区についてですが、前回の審議会ではスライドに記載のように、郡

津地区の住民を対象に、７月17日に実施しました意見聴取会でいただ

いたご意見等について、ご報告させていただきました。 

意見聴取会では、スライドに記載のようなご意見をいただきました

が、このほかにも、各戸にアンケート調査を行うなどして、説明会に来

ていない人の意見も吸い上げてほしいとのご意見がありました。 

このようなご意見も踏まえて、７月17日の意見聴取会に参加できな

かった地域住民の方のご意見もお伺いするため、８月に事務局の方でア

ンケート調査を実施しましたので、その結果について、ご報告させてい

ただきます。 

このアンケート調査は、現在学校区と地区の境界が一致していない地

域として、審議会にてご審議いただいております、郡津１丁目のうち長

宝寺小学校区に指定されている地域の望ましい学校区について、実際に

その地域にお住まいの方のご意見をお伺いすることを目的に実施しま

した。 

したがって、アンケート調査の対象者は、郡津１丁目のうち長宝寺小

学校区に指定されている地域にお住まいの方々とし、期間は、８月12

日から８月26日までの約２週間で実施しました。 

また、アンケート調査票は、１住戸につき１部配布を行い、居住者な

しと思われる住戸にも配布を行いました。その結果、297 部配布した

うち、60部回答をいただきました。 

調査票は事前にお送りしておりました「学校区に関するアンケート調

査票」と記載のものです。また、アンケート調査にご回答いただくにあ

たりましては、調査票とは別に、同じく事前にお送りしておりました「学

校区に関するアンケート調査」と記載の、スライド赤枠内でもお示しし

ております資料もあわせて配布いたしました。 

こちらの資料には、この地域の望ましい学校区として、現在、長宝寺

小学校区又は郡津小学校区を検討していること、また、望ましい学校区

の検討を行う理由や、この地域のこれまでの学校区の変遷、郡津小学校

区に校区変更された場合何が変わるのか、仮に校区変更するとしたらい

つからを想定しているのか、など地域の皆さまに、学校区について考え

ていただくにあたって参考にしていただきたいことを記載しました。 
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続いて、アンケート調査の結果等についてご報告させていただきま

す。 

まず、アンケートの設問事項についてご確認いただきたいと思いま

す。「学校区に関するアンケート調査票」をご覧ください。 

アンケートは全部で問１から問５までの全５問で、問１では、ご回答

いただいている方の属性を、「１ 保護者」「２ 未就学児の保護者」「３ 

１・２には該当しない地域住民」の３つから選んでいただきました。 

問２では、回答者の方がお住まいの地域、つまり現在郡津１丁目のう

ち長宝寺小学校区に指定されている地域の望ましい学校区について、

「１ 長宝寺小学校区」がよいと思うか「２ 郡津小学校区」がよいと

思うかお聞きしました。 

また、問２で「１ 長宝寺小学校区」がよいと思われた方には、裏面

に記載の問３でその理由をお聞きし、問２で「２ 郡津小学校区」を選

ばれた方には、問４でお住まいの地域を長宝寺小学校区から郡津小学校

区に校区変更するにあたって、子どもたちに必要だと思う配慮について

お聞きしました。 

最後の問５では、望ましい学校区や校区変更に関することについて、

ご意見・ご要望があればご記入いただきました。 

次に、アンケート調査の結果について、ご報告いたします。事前にお

配りしておりました「【集計結果】学校区に関するアンケート調査」と

記載の資料の、左側に記載の集計結果をご覧ください。 

回答者の属性を聞いた問１では、回答数は「１ 保護者」が７、「２ 

未就学児の保護者」が９、「３ １・２には該当しない地域住民」が４

６となりました。ただし、例えば、現在10歳と５歳のお子様がいる家

庭では「１」「２」の両方に当てはまることから、実際にご回答いただ

いた、保護者または未就学児の保護者の方については、資料右上の回答

者属性別集計に記載しているとおり、13名でした。 

 続いて、長宝寺小学校区か郡津小学校区かどちらがよいと思うかを聞

いた問２では、38.5%の方が長宝寺小学校区、61.5%の方が郡津小学

校区とのご回答でした。 

問２で長宝寺小学校区を選ばれた方にその理由をお聞きした問３で

は、問２で長宝寺小学校区を選ばれた方のうち、40%の方が、現在の

学校区を維持して「（仮称）交野みらい学園」に就学する方がよいとい

うことを理由として挙げており、また、50%の方が、これまでの校区

コミュニティを維持した方がよいからとの理由を挙げていました。 

次に、問２で郡津小学校区を選ばれた方に、校区変更にあたって必要

だと思う配慮についてお聞きした問４では、「１」の長宝寺小学校又は

第一中学校に就学している児童生徒については、校区変更後も、校区変

更前に就学していた学校に引き続き就学できるようにすること、転校し
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なくてもよいようにすること、という配慮が必要だとお考えの方が

66%、「２」の校区変更の影響で、きょうだいで就学する学校が異なる

ことがないように配慮すること、という配慮が必要だとお考えの方が

69%となりました。 

続いて、資料の右側の回答者属性別集計をご覧ください。まず、上段

の保護者・未就学児保護者ですが、回答者は13名でした。問２では長

宝寺小学校区がよいと回答された方が６名、郡津小学校区がよいと回答

された方も６名、回答無しが１名でした。 

また、問３では「１」の「（仮称）交野みらい学園」に就学する方が

よいと回答された方が４名で 67%となり、「２」のこれまでの校区コ

ミュニティを維持した方がよいとの回答は１名で17%となりました。 

一方、問４では「１」の現在長宝寺小学校又は第一中学校に就学して

いる児童生徒が転校しなくてもよいようにすることは３名で 50%、

「２」のきょうだいで違う学校にならないようにすることも３名で

50%となりました。 

次に、下段に記載しております地域住民の方からは46名の方から回

答があり、問２で長宝寺小学校区がよいと回答された方は 14 名で

35.9%、郡津小学校区がよいと回答された方は25名で64.1%、回答

無しが7名でした。 

問３は、「１」が４名で29%、「２」が8名で57%となりました。 

また、問４では、「１」の転校しなくてもよいようにする、は 15 名

で60%の方が、「２」のきょうだいが違う学校にならないようにする、

は17名で68%の方が、必要な配慮であるとお答えいただきました。 

また、問３・４のその他意見及び問５でいただいたご意見については、

２枚目以降にA4両面刷りでずべて記載していますので、後程ご確認い

ただければと思います。説明は以上です。 

 

ありがとうございました。 

 

第一中学校区に住んでいますので、いずれ（仮称）交野みらい学園に

就学することになります。個人的な意見ですけれども、（仮称）交野み

らい学園が開校するときに、交野小学校の敷地に２小１中が統合すると

いうことで、ただでさえ児童生徒数が多いことが課題になっていると思

いますが、それもふまえて、この地域の方は、ゆくゆくは郡津小学校区

になるべきではないかな、というような思いがあります。 

それから、きょうだいで違う小学校に通うことになる、ということは

違うと思います。そこは配慮が必要な点かと思いますけれども、なんと

いっても、通学距離について、子どもたちの日々の負担をできるだけ減

らしてあげることも考えないといけない事かと思います。確かに、新し
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い校舎に通いたいという気持ちもあるかと思いますけれども、特に小学

校低学年の子どもたちのことなんかを考えると、通学の時間は 100ｍ

であっても大きいことではないかと思います。 

 

郡津地区の一部の地域が第一中学校区になっているので、もしこのま

ま校区変更しないことになると、新しい学校へ通うということになりま

す。すぐそばに郡津小学校があるということで、私も現地を見に行って

みましたけれども、この審議会では、基本的には、先ほどの地域の方の

話もあったんですけれども、数年前に校区変更しているんですけれど

も、本来は郡津小学校区が原則ではないか、ということがこの審議会の

だいたいの意見だったと思います。（仮称）交野みらい学園は郡津小学

校に比べると通学距離があります。ただ、アンケートを見ると、（仮称）

交野みらい学園に通わせたいというご意見も結構あって、そこも何らか

の配慮はしないといけないですよね、という話は前回していましたね。

保護者が（仮称）交野みらい学園に通わせたい、今第一中学校区で友人

と一緒に通いたいということでも、校区が違うから第二中学校区に通わ

ないといけない、というようなことはどうかという議論もあって、アン

ケートも取った結果がこういうことになったと。かなり拮抗していると

は思いますが、人数が少ないので、パーセントに縛られるのはあまりよ

くないかとも思います。いろいろな配慮はしてほしいというご要望があ

るようですので。 

今、委員の話にもありましたけれども、原則はかつてそうだったよう

に、郡津小学校区にという方向性はご意見としては変わりないでしょう

か。 

 

距離だけの問題が大きいのであれば、何かの方法で埋められないでし

ょうか。新しい学校で教育に力を入れて、ということと郡津小学校は、

と考えた時に考えてしまう、ということはここの保護者に聞いたことが

あります。郡津小学校が新しくなって教育環境も変わるということであ

れば、このまま郡津小学校へ、ということもあるけれども、（仮称）交

野みらい学園となると距離問題ということですが、寝屋川に住んでいた

ことがあるんですけれども、該当する地域の子どもたちは市バスを利用

していいというような柔軟なことがあったりしました。方法さえあれば

いいのかと思いますけれども。自由度を高くすると決まらないこともあ

るので、エリアを決めていく方向性もあるのかな、と思います。 

 

バス通学はなかなか難しい点があるので、すぐに決めることはできな

いと思いますが。 
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郡津小学校は今児童数がすごく多いと思いますけれども、郡津小学校

と（仮称）交野みらい小学校になったときと、どちらが人数多くなるん

でしょうか。 

 

そこの地域にお住まいの方はそれほど人数が多くないということも

あるので、基本は郡津小学校区になって郡津小学校に通う、という方と、

新しい学校に通いたいんだ、という方に分かれると思うので、それほど

偏るようなことはないと思います。 

 

令和７年時点では、郡津小学校は約470名ほど、交野小学校と長宝

寺小学校を単純に足しますと約800名ほどになります。やはり統合時

点では（仮称）交野みらい小学校が多くなります。 

 

そのあたりも考えながら、保護者が選択できるように。距離もありま

すし、新しい学校に通わせたいという希望もありますし。配慮の点につ

いてもう一度確認していただきたいと思います。 

みなさんのご意見ですと、基本は郡津小学校区で、どちらにも通える

という配慮はある程度必要かと思います。どういう配慮が必要かという

ことはアンケート結果にあったかと思いますが。 

 

アンケート項目にもありますけれども、もし郡津区と学校区を一致さ

せて郡津一丁目の一部地域を郡津小学校区とする場合、（仮称）交野み

らい学園にも通いたいというようなことがあれば、その地域の方が言わ

れたら就学できるような配慮が必要だろう、とお答えいただいた保護者

の方は多いですし、地域の方もそう考えておられます。きょうだいでば

らばらの学校に通うようなことがないような配慮は必要だということ

もあります。 

 

アンケートで、未就学児保護者13名となっていますが、今就学して

いる人は配慮でそのまま行けるけれども、未就学児は学校に通ってない

ので、今の段階で配慮が必要ないじゃないですか。今の通っている子は

（仮称）交野みらい学園に行くと決まっていて、継続して通いたいとい

うことは仕方ないけども、未就学でこれから小学校に入学するという子

は、そこの部分はどのように考えているのかというのを知りたいので、

問 2 のアンケートの結果の 13 名の振り分け、特に 6 名の中で未就学

児で、そこで（仮称）交野みらい学園に行きたいと答えている方は何人

ぐらいいるのか出せていますか。保護者が将来どちらに通わせたいの

か、ということです。今通っている子は同じ学校に通いたいということ

であれば、６年間の措置ですむと思うんですけれども、未就学の子はま
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だ学校に通っていないので、郡津小学校でもいいということであれば、

これから入学する子は郡津小学校へ、ということで、そこで区切って配

慮すればいいのではないかと思います。アンケ―トの未就学児の保護者

の６名が全員（仮称）交野みらい学園を希望しているのであれば話は違

ってくるのかな、と思います。 

 

具体的な数字は出ていません。ですが意見交換会でお伺いしたところ

によると未就学児の保護者とすると、それなら先に郡津小学校に通いた

いんだ、という。入学していないからこそ早く決めてほしい、というご

意見も伺っております。 

 

次に 1 年生になるということであれば、途中から郡津小学校に行く

よりも、最初から郡津小学校に通いたいというようなことですね。 

今お話を伺っていると、基本的には郡津小学校区に原則として戻ると

いうことでよろしいですか。ただ、配慮が必要だと、その配慮の中身に

ついては今お話が出てきたように、どの段階で決断するのか。いずれ郡

津小学校区になるのなら、途中で郡津小学校に変わるよりも最初から郡

津小学校に通いたいというご希望も分かりますし、きょうだい関係のお

話では 1 人が（仮称）交野みらい小学校で 1 人は郡津小学校というこ

とになると、学校行事等でも対応しづらいですし。このあたりの要望は

聞き取っていただいていると考えてよろしいですか。それは配慮できる

んでしょうか。 

 

当然配慮というのは、今回は交野小学校と長宝寺小学校の統合につい

ての配慮でも、指定校変更という制度は一定考えております。第一中学

校区ということで考えられている方という可能性もございますので、配

慮は当然必要かと思っております。ただ校区が変わってしまうと基本的

には郡津小学校区になりますので、原則的には郡津小学校に通うのが原

則ですよね、ということがあったうえで、事情がある場合については変

更できる、という制度になってくるかと考えております。 

 

地域に住んでいる方が、一定期間子どもの就学の時点でどちらにした

いか選択できるような制度にはできないんでしょうか。原則地域から見

て、私も郡津小学校と思いますし、（仮称）交野みらい学園に通うのは

他の交通手段では無理かなと実感として分かるので。ただ希望というの

は常にあるのかと思います。これから子どもが産まれるかもしれないと

いう世帯もあったりするので、新しい学校の校区だから、という希望を

持っておられたりしたら、かなり長いスパンでそこの地域のお住まいの

方に希望を聞いていただくのがそれが配慮かと感じるんですが、いかが
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でしょうか。 

 

希望を聞く期間ですよね。なかなかこれから転居してこられて、この

前別のところでも校区の話をされていたと思いますが、今から新しく入

って来る人については、私は苦しいかなと思っております。 

 

決まってしまっていて、それが告知されている状態で転居してくる方

についてはもちろんそうかなとは思うんですけど。 

 

既に出生している子どもで、この子は（仮称）交野みらい学園に通う

んだ、と思っていたとか、そうすると最低5、6年の間は配慮してあげ

なけれればいけないんじゃないかなということですね。 

 

先ほどの事務局の言い方だと、原則は郡津小学校だけど、特段の理由

があるなら（仮称）交野みらい学園でいいよ、みたいに言われているよ

うに思えるんです。そうではなくてこの地域の方は一定期間どちらを選

びたいかということで選ぶことができますよ、どうされますかという聞

き方をするのと、若干違うと感じたので。 

 

指定校変更の考え方として話させていただいています。どういった配

慮が必要かは、もう少し細かく検討させていただきたいと思います。 

 

郡津小学校区が望ましい。それから配慮が必要である。その配慮によ

ってはどちらにも通える、一定の融通ですね。今問題になっているのが

過渡期だと思うんですが、この過渡期がどの範囲でどういう配慮をする

のか我々の検討が材料になるか、教育委員会会議で決めていくかと思い

ますが、基本的には審議会としてはそんな感じでよろしいですか。 

 

それは分かるんでしょうか。線引きをしたときにあなたは何年からこ

こに住んでいるから郡津小学校ですとか、新しい学校ですよとか、就学

前のお子さんは分かるんですしょうか。市が把握できることなのでしょ

うか。親が分かることなんでしょうか。転居してくるときに市役所に言

わないですよね。あなたはここに転居してきたからこの時期なので郡津

小学校に行くんですよとか最初に言わないですよね。 

 

今の話は（仮称）交野みらい学園に通いたいからここに転居してきた、

という人なら、（仮称）交野みらい学園を希望してここの住宅を決めた

からという選択だと思いますが、何も考えずに転居してきた人は多分ど

ちらでもいいと思うので、私は（仮称）交野みらい学園に通いたいと思
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ってそこに新たに住んだ人で、でも校区が決まってないから変えられた

らかわいそうなので、今年中に来た人はどちらでも選べますよ、という

ようなことを事前に告知したら、（仮称）交野みらい学園に通いたい人

は今年中に引っ越ししてこれます。 

 

それが徹底管理できなかったら小学校に上がる時に、また小学校の先

生方も大変なのではないでしょうか。 

 

一般的には転居されてくるときに、普通は市役所が学校区をお伝えす

るものだと私は理解していますが間違いないでしょうか。 

 

転居すると決まった時点でしか市役所に行かないですよね。 

 

（仮称）交野みらい学園に行きたくて、学校を選択できるならそれで

いいし、学校関係なしにそこに住んでるからどっちでもいいやという判

断ではなくて。今言っているのは（仮称）交野みらい学園に通いたいか

らそこに住むということの限定された話ですよね。 

 

 例えば、移ってからそれをちゃんと分かってなくて途中で（仮称）交

野みらい学園に通いたいな、となることも出てこないでしょうか。転居

する時期も難しいと思うんです。今言っている（仮称）交野みらい学園

に通いたいから転居してくる人もいてるだろうし、そうではない人もい

るだろうし。そうでなくても、暮らしてる中で思う人もいるだろうし。 

 

今どんな配慮ができるか細かい審議は難しいと思いますが、私の勝手

な意見ですが、保護者の方の一番の関心は転居してくるときにどこの学

校に通うことになるかということだと思うんです。小学校がどこなのか

通学距離がどのくらいなのか、ここに引っ越して来たらこの学校だよね

とか。一般的には家を決めるときに、一番先に考えると思います。市の

方もそのことは原則としてどこの学校かは伝えないといけない。間違い

なくしておかないと後で、この学校と思ってなかったということになる

ので。今の場合は、通っている最中に校区を原則変えられるのでその配

慮は必要というかたちになるかと思います。 

可能な限り配慮していくという方向で、検討いただくというかたちで

よろしいですか。一応、郡津小学校区でそういった配慮をしていくとい

うことと、（仮称）交野みらい学園に通いたいという子どもたちは行け

るようにするし、いやいやそうでなければ最初から郡津小学校へ移ると

いう子どもについての配慮も可能ではないのかという話がありました

ので、それも出来ればしていくという方向で。できる範囲でお願いしま
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す。 

 

配慮の内容はお話があったんですが、期間についてはこれまでの事例

もありますし、総合的に判断させていただきたいと思います。 

 

それでは、案件（２）については以上とさせていただきます。 

続いて、案件（３）「その他」ですが、前回に引き続き、学校の適正

規模の考え方について、審議会での考え方の整理を行いたいと思いま

す。 

こちらについては、諮問を受けてるわけでもないので、意見を聞かせ

てほしいということです。必ずしも決めなければならない、というもの

ではないです。 

まずは、これまでの審議の振り返りも含めて事務局から説明を受けた

いと思います。 

  

この案件では、義務教育学校などの学校規模について、学校教育審議

会の考え方をお聞かせいただきたいと考えています。はじめに、前回ま

での説明内容と重複いたしますが、これまでの説明のポイントを整理さ

せていただきます。 

まず、学校の適正規模ですが、国の基準はスライドに記載しておりま

すとおりですが、この標準規模は弾力的なものとなっており、実態とし

ては各自治体で様々な適正規模が定められています。 

そのような中、本市ではスライドにも記載しておりますとおり、小学

校では 12～24 学級を適正規模としています。また、中学校では９～

18学級を適正規模、ただし、19～24学級も許容範囲内としています。

一方で、義務教育学校については、これまで本市にはなかったことから、

本市では適正規模を定めておりません。 

この案件では、これまで本市で定めのなかった義務教育学校やスライ

ドにはありませんが施設一体型小中一貫校の適正規模について、学校教

育審議会の考え方をお伺いしたいと考えております。 

続いて、義務教育学校や施設一体型小中一貫校を含む学校の適正規模

について、他市町村が定めている基準について、一部ご紹介いたします。 

 先ほども申し上げましたとおり、学校の適正規模については各地の実

態に応じて、様々な基準が設けられています。 

例えば、箕面市や東大阪市、京都市では義務教育学校に限らず、小学

校や中学校においても、特に適正規模は定めていないとのことでした。 

一方で、守口市では義務教育学校の適正規模は、国と同じ 18～27

学級、つまり１学年あたり２～３学級を適正規模としているとのことで

した。 
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また、八尾市や八王子市、大分市などでは、本市と同様に小学校や中

学校の適正規模は定めているものの、義務教育学校の適正規模は定めて

おらず、前期課程は小学校の適正規模を、後期課程には中学校の適正規

模をそれぞれ準用している、とのことでした。 

また、つくば市では、施設一体型小中一貫校の適正規模を定めており

18～45 学級、つまり１学年あたり２～５学級を適正規模としていま

す。 

このように、適正規模については、各自治体で様々となっており、本

市では義務教育学校や施設一体型小中一貫校の適正規模については、定

めておりません。しかし、現在第一中学校区にて学校づくりが進められ

ている義務教育学校については、以前教育委員会で討議がありましたの

で、その内容について、ご説明いたします。 

本市教育委員会ではスライドにもありますように、第一中学校区の義

務教育学校の適正規模については、交野市学校規模適正化基本方針で定

められている小学校及び中学校の適正規模を準用するのが合理的との

取りまとめをしております。 

その理由としては、交野市では、小・中学校の適正規模は、教科担任

制や学校運営を円滑に行うことのできる学級数なども考慮した上で、地

域の実情に応じて定められた学校規模であるため、義務教育学校につい

ても、小・中学校の適正規模をベースに考えるのが妥当ではないか、と

のご意見がありました。 

また、義務教育学校の教員定数を考えると、学級数に応じて、小学校

部分にあたる前期課程には、小学校の教員定数を準用しており、中学校

部分にあたる後期課程には、中学校の教員定数を配当していることや、

敷地の広さや児童生徒の人数、学習環境などを総合的に考えたうえで柔

軟に対応するのが大事であると考えるため、小・中学校の適正規模を準

用することで問題ないと思う、とのご意見がありました。以上が、これ

までご説明させていただいておりました内容です。 

このようなことも踏まえたうえで、前回の審議会では、スライドに記

載のようなご意見がありました。 

義務教育学校の組織や制度などの考え方は、施設分離型であっても施

設一体型であっても同じだと思う。そうすると、施設一体型になれば、

１校当たりの人数が増えるのは当然のことだが、現状、児童生徒数は減

少傾向にあることを考えると、今以上に児童生徒数が増えるということ

は考えにくいので、施設形態別など、そこまで考えなくてもよいのでは

ないか、とのご意見がありました。 

こちらのご意見については、施設形態別などで新たに適正規模を考え

なくても、現状の小学校・中学校の適正規模を準用することで対応可能

ではないか、という趣旨のご意見であったかと思います。 
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また、施設一体型小中一貫校の場合、一つの学校に多くの児童生徒が

通学するため、登下校時の安全を考えると、大きすぎる規模は良くない

のではないか、とのご意見もありました。 

こちらは、交野市では小学校は24学級までを適正規模、中学校では

18学級までを適正規模としていますので、小学校と中学校の適正規模

を準用する場合、小学校・中学校それぞれの最大規模を足すと24＋18

で 42学級となることから、42学級まで適正規模ということになるの

か、また、そのように捉えられるおそれがあるのではないか、とのご意

見でした。 

これについては、確かに小学校と中学校の最大学級数を足すと42学

級になります。しかしながら、義務教育学校では、転校などによる児童

生徒数の変動を考えない場合、ある年の小学校の新入生が120人のと

き、その学年は入学してから卒業するまでほぼ120人のまま推移する

ことになりますので、小学校と中学校の学級編制の違いにより、学年進

行に伴い、学級数が減少することはあっても増加することはありませ

ん。 

したがって、小学校と中学校の学校規模を準用する場合、義務教育学

校など１小１中では、数字上は42学級までが適正規模と読めますが、

実態としては、小学校の適正規模が１学年当たり２～４学級となってい

ることから、義務教育学校など１小１中の学校規模は、４学級×９学年

で、36学級程度が最大になると考えられます。 

また、逆に42学級の義務教育学校では、各学年何学級になっている

のかを考えると、基本的には、スライドの吹き出しに記載しているよう

に９学年中、５学級の学年が６つ、４学級の学年が３つというようにな

るかと思います。 

このようなケースでは、スライド真ん中の表のように、１～３年生が

４学級、４～９年生が５学級となるパターンや、下の表のように１～６

年生が５学級、７～９年生が４学級となるパターンが考えられますが、 

小学校の学校規模を見ますと、真ん中の表では27学級、下の表では

30学級と、いずれの場合であっても、小学校の適正な学校規模を上回

ることになります。 

したがって、現状の小・中学校の適正規模を準用した場合でも、小学

校部分にあたる前期課程で適正規模を上回る可能性が高く、実態として

は小学校部分にあたる前期課程と中学校部分にあたる後期課程がとも

に適正規模となるような 42 学級の義務教育学校は想定にしにくいと

考えられますので、その点だけ補足させていただきたいと思います。説

明は以上です。 

 

ありがとうございました。前回委員から、42 学級になるのではない
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か、というご意見をいただきましたけれども、その説明をもう一度お願

いできますか。 

 

小学校部分と中学校部分の最大を足すと 42 学級になりますが、小学

校の適正規模の最大４学級がそのまま学年進行して同じ人数で推移し

ても、最大で４学級×９年間で 36 学級までにしかなりません。最大

42学級と読めるかもしれませんが、実際にはそういうことはないとい

うことです。 

 

小学校で４学級だったのが、中学校で６学級になることはない、とい

うことですね。 

 

他にいかがでしょうか。 

 

学級数で考えるよりも、児童生徒数の最大数で、その施設の許容数で

考えることかと思うんです。小さい学校であれば、適正規模の学級数を

定めても、そんなに学級がつくれないじゃないですか。であれば、この

学校は何人くらいまでしか入りませんよ、というような考え方はないん

でしょうか。人数であれば自然と学級数も決まってくると思うので。 

 

今までも市の方で人口を計算されていて、だいたいの見通しをされて

いて、校舎も足りない状況がほとんどなかったと思うんです。増えた時

期は教室不足もあったかと思うんですけれども、そのあたりは想定され

ていて、それより増えることはないだろうということで施設も建てられ

ているかと思うんですけれども。 

 

先ほど見ていただいたように、学校の適正規模をそもそも決めていな

い市もたくさんあるんです。これは審議会で決められるのか、という話

をしていたこともあるんです。懇談会で京都の先進校にも行っておられ

ましたよね。新しい学校はいろいろパターンをつくろうとすると、いろ

んなかたちが考えられるので、枠を作ってしまうと自由度が減るので。

京都市なんかはおもしろい学校がたくさんあります。そんな京都も小中

学校の適正規模の基準すらないことを初めて知りました。 

教育委員会は、小中学校の適正規模の考え方を準用することが、第一

中学校区においては妥当だろうということですね。 

 

そもそも施設自体の許容範囲はどうなんでしょうか。最大になったと

きに、教室は本当にあるんでしょうか。 
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（仮称）交野みらい学園については、４学級の想定をしていて、多目

的教室等もたくさんありまして、５学級までは対応できるような設計に

はなっています。新校については十分に確保されていますが、既存の学

校になると、４学級になるとしんどいところもありますので、そこは施

設改修になるかと思います。新校は最大数で設計しているので４学級想

定の中で許容範囲も持たせているので、余裕はある学校にはなるかと思

います。 

 

今後新しく小中一貫校をつくるときに、少ない人数だからつくれな

い、ということはないでしょうか。 

 

学級数が減少するから統合を考えていて、これより少なかったら新し

いところをつくらなくてもいいということでしょうか。 

 

新しい学校を何度もつくるよりも１校つくったほうがいいんではな

いか、というような話もあるので。 

 

今は学校施設を簡単にたくさんはつくれないので、昔は45人学級な

ど50人近く入っていた時代がありますよね。今はだいぶ緩和されてき

ていますけれども、今度は減りすぎて、小中学校統合を３年ごとにやっ

ているところもあるんです。子どもの数が減りすぎて、学校が半数以下

になっていっています。少なすぎて部活や運動会など、様々な活動がで

きにくくなるので、一定の子どもどうしの人間関係ができるような学校

にしていこうということです。人口減少の激しいところはそんなことに

なっています。交野市はそこまでいっていないですし、増える地域もあ

ります。そういうことから考えると、市独自で基準を決めていく必要が

あるかを考えていただければ。 

 

学校現場の立場から言いますと、９年間の長いスパンで子どもたちを

みていこうという考え方になっていますけれども、どこかのタイミング

で子どもたちはどこかでつまづくこともあると思うんです。クラブのこ

と、人間関係、勉強、場合によっては家庭のこと、いろいろ悩むと思う

んです。その中で、今は４-3-2制なので、5年・6年・中学１年のと

きに、心の問題が多いんです。そうなると、今児童生徒数の話をしてい

ますけれども、そうではなくて、子どもたちはそのときにいろんな悩み

に向き合っていくので、小学校の先生からの情報がすぐにもらえなけれ

ば結構困ることが多いんです。電話したら済むだろうと思われるかもし

れませんけれども、施設一体型であればすぐ５年生・６年生の先生に聞

いて解決できるということが結構あるんです。そういう視点でいくと、
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小学校・中学校の今の学校規模の基準をあてはめて、ひとつの施設の中

に一人の子どもを知っている先生が増えるので、子どもたちも、中学校

に入りたての時は言いにくいけれども、あの先生がいるから言える、と

いうことがあるんです。子どもたちが大人と関わる機会が今は少ないの

で、そういう環境を学校の中で整備してあげるということはとても大事

なことかと思います。 

適正規模を決めることは難しいと思いますけれども、実際に今はない

ので、小中学校の適正規模を準用して当てはめるだけでも子どもたちに

とってもメリットはあるのかな、と現場の立場からするととても感じま

す。あまりそこにこだわるというよりも、今あるものを使えば、それだ

けで子どもたちも救われるのかな、と感じています。 

 

とても説得力がありましたけれども、いかがでしょうか。 

 

とてもありがたいです。そうやって、小学校の先生のところにいつで

も相談に行けるよ、中学校の先生も聞いているよ、という良い環境だと

思います。 

 

決めてほしいということではなく、審議会の意見を聞かせてほしいと

いうことなので、教育委員会では小中学校の適正規模を準用することが

合理的だろう、ということ。実際、教員の配置は学級数に応じてになる

ので、そういったところでいくならば、準用することが適当だろうとい

うことになるんですけれども。 

審議会でも準用することが妥当だろう、ということでよろしいでしょ

うか。 

 

私が今現場にいて感じることを話させて頂いたんですけれども、向島

秀蓮小中学校の報告書の５ページに同じようなことを書いておられる

ところがあったんですけれども、Q5.これまでの成果の不登校が減少し

た点について、なぜそのようになったと分析しているか？という質問が

あって、回答の下から３行目のところから、つまり、１校当たりの教員

数が増えることで、子どもからすれば相談相手が多くなり、それぞれの

子どもが相談しやすい教員を見つけやすい、ということが影響している

のではないかと考えている。ということがあります。今までに実践され

ている学校でもそういうことは感じられている、それで救われている子

どもたちがたくさんいる、ということを実感されているので、これには

同感したので付け加えさせていただきました。 

 

今の話は一貫校の話であって、基準を設ける設けないの話とは違うん
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じゃないのかと思うんですけれども、下限を設けてしまうと、その下限

より増やせない場合、一貫校をかたちとしてつくれるのかどうか。下限

を下回るような学校規模のような学校をつくることができるのかどう

か。上限を超えることはないと思うんですけれども、施設の問題で統合

して一貫校にしたいというときに、下限が次に足かせにならないのか

な、というのが気になります。一貫校の上限下限がいくらであっても、

さきほどおっしゃったことは一貫校全体の利点だと思うんです。一人あ

たりに関わる先生が増えるということは。この適正規模を設けるかとい

うことに対しては違う話だと思うんです。私は、設けなくてもいいので

あれば設けなくていいと思うんです。あえてそれで自由度を減らしてし

まうのであれば。確かに、今何かを設けなければいけないのであれば、

今ある学校規模を使うことが一番適当かとは思うんですけれども、将来

的には、今の第一中学校区もそうですけれども、設けてない中でつくっ

ているのであれば、それだけ自由度が上がるのであれば設けなくてもい

いのかとは思います。 

 

やはり独自のやりかたでやっていくと難しいところはあります。小中

一貫で一緒にすると減ることはないですよね。小学校単体と中学校単

体、あわせると先生の数も絶対に増えます。下限はあまりなくて、どん

どん減っていって下回るということはないと思います。 

やるとしたら準用するというかたちかな、ということですね。市独自

で基準を決めなければならない、ということではないと。そういう感じ

のみなさんのご意見を受け止めたんですけれども。 

先生の数が増えることによって、小さい頃からの子どもをみられると

いうことです。私の職場の小学校は先生が３年から５年で入れ替わって

しまうんです。そうすると、１年生の時の先生は６年生の時には絶対い

ないんです。そこの保護者との信頼関係が難しいんです。子どもがどう

いう低学年時代を過ごしてきたかがわからずに、途中で受け持った先生

の配慮が足りずに保護者と対立的な関係になってしまったりすること

があるんです。 

話がそれてしまいましたが、今回のこの件については、諮問を受けて

いる内容ではないので、我々が決めなければならないというものではな

いですが、ご意見をいろいろいただいたので、これをまとめたうえで、

基本的には特に設ける必要はないかもしれない、もし使うとすれば小中

学校の適正規模を準用する、という考え方でよろしいでしょうか。 

 

中学校は中学校、小学校は小学校の学級数で教員定数が決まるという

ことで、中学校の教科担任制のことを考えると、３学級より減ると教科

担任より減ってしまうので、小中学校の適正規模を準用することはいい
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ことだと思ったんですけれども、小学校は満たしているけれども中学校

が満たしていないということも出てくるわけですよね。その反対もある

わけです。その場合の判断はどうなるのかな、というのはこの文章だけ

では難しくなるので、想定することも難しいと思うんです。 

 

実質子どもの増減を想定することが難しい中で議論しているんです

けれども、具体的には個別の対応をはかっていかないといけないと思い

ます。原則はこうだから、ということにはできないですし。適正規模を

越えるから転校しなさい、ということもできないですし。あくまでも基

準、ということでなければならないと思います。 

審議会の考え方としては、一定基準を設けることは非常に困難ですけ

れども、設けるとすれば、小中学校の適正規模を準用することが順当で

はないか、というあたりが落としどころ、我々の意見ではないかと思い

ます。 

それでは、案件（３）については以上とさせていただきます。 

他によろしいでしょうか。 

無いようですので、以上で、第1７回学校教育審議会を閉会いたしま

す。 

 


